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令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要

な場合に迅速な対応を取るための「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（健全

化法）」が平成 21 年４月に全面施行され、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③

実質公債費比率、④将来負担比率の４指標及び公営企業会計に係る⑤資金不足比率を、

自治体財政の健全化指標として、監査委員の審査を受け、監査委員の意見を付した上

で議会へ報告し、公表することとして義務付けられています。 

健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将

来負担比率）のいずれかが早期健全化基準以上であると、「財政健全化計画」を定め

なければなりません。 

また、再生判断比率（（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率）

のいずれかが財政再生基準以上であると、「財政再生計画」を定めなければなりませ

ん。 

いずれも、当該比率を公表した年度の末日までに議会の議決を経て定め、速やかに

公表するとともに、総務大臣・県知事への報告を行い、毎年度その実施状況を議会に

報告し、公表するものとされています。 

普通会計だけでなく、公営企業を含む全ての特別会計や一部事務組合、第三セクタ

ー等についても指標の対象となっているため、フロー指標（資金収支）とともにスト

ック指標（資産、負債）についても健全性が強く求められ、財政運営においては、常

に４指標等の健全性を維持することが優先されます。 

 

（１）健全化判断比率                    （単位：％） 

指標名 令和５年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実質赤字比率    － 12.40    20.00 

② 連結実質赤字比率    － 17.40    30.00 

③ 実質公債費比率 6.8 25.00    35.00 

④ 将来負担比率 － 350.00     

（備考）①②について、実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」としています。 

④について、将来負担が生じていないため「－」としています。 

［参考］実質赤字比率の早期健全化基準算定式 

区分 算定方法  

Ａ≧500 億円 11.25 （％）  

500 億円＞Ａ≧200 億円 
Ａ＋1,000 億円         

        ×100＋20  ÷２ （％） 

120×Ａ           

12.40％ 

200 億円＞Ａ≧50 億円 
Ａ＋100 億円         

       ×100＋20  ÷２ （％） 

30×Ａ           

 

50 億円＞Ａ 15.0 （％）  

    Ａ＝標準財政規模（丹波市の令和５年度標準財政規模は、209 億 6,465 万１千円） 

※連結実質赤字比率の早期健全化基準は、上記算式に５％を加算した値。 
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（２）資金不足比率               （単位：％） 

特別会計の名称 令和 5 年度決算 経営健全化基準 

水道事業会計 － 20.00 

下水道事業会計 － 20.00 

地方卸売市場特別会計 － 20.00 

（備考）資金不足が生じていないため、「－」としています。 

 

（３）健全化判断比率・資金不足比率の概要（算定方法）及び分析 

健全化判断比率の算定において、基本的な財政指標となる重要な数値として

「標準財政規模」が用いられます。 

この「標準財政規模」とは、地方自治体の一般財源の標準的な大きさを示す数

値で、言い換えれば、標準的に収入しうる「経常一般財源」の大きさです。 

下の図のように、標準財政規模は「標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対

策債発行可能額」で求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険（事業勘定）

国民健康保険（直診勘定）

介護保険（保険事業勘定）

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

駐車場

後期高齢者医療

水道事業

下水道事業

地方卸売市場

 [一部事務組合] 兵庫県市町村退職手当組合、兵庫県議会議員公務災害補償組合
 　　　　　　　 丹波少年自然の家、 氷上多可衛生事務組合
 [広域連合] 兵庫県後期高齢者医療広域連

[地方公社・第３セクター]（株）まちづくり柏原・（株）タンバンベルグ
　　　　　　　　　　　　　（公財）兵庫丹波の森協会
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① 標準税収入額等 ② 普通交付税 臨時財政対策債 
発 行 可 能 額 

10,399,019 10,435,648 129,984 

 令和５年度  標準財政規模   

 ①＋②＋③ 20,964,651  

（単位：千円） 

［参照図］健全化判断比率の対象 

③ 
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①実質赤字比率 

一般会計等（普通会計）を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

です。丹波市の早期健全化基準は 12.40％、財政再生基準は 20.00％です。 

 
一般会計等の実質赤字額  

          実質赤字比率 ＝   
                       標準財政規模  

 

 

 

 

 

 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［分析］ 

   一般会計等（普通会計）の実質赤字比率については、実質収支額（黒字額）を

計上しており、当該比率は該当していません。 

 

※実質赤字額＝繰上充用額 +（支払繰延額+事業繰越額） 

   実質収支額

－ － ＝

千円

普通会計
（純計後）

1,601,690

翌年度
繰越財源

36,977,331

歳入

35,152,229

実質赤字額

1,601,690

歳出

223,412

一般会計等（普通会計）

会計名

歳　入

歳　出

普通交付税 臨財債

一般会計・看護専門学校特別会計

標準税収入額等

標準財政規模

［参照図］実質赤字比率 
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②連結実質赤字比率 

   全会計を対象とした実質赤字額（または資金の不足額）の標準財政規模に対す

る比率です。丹波市の早期健全化基準は 17.40％、財政再生基準は 30.00％です。 

 
                           連結実質赤字額 

連結実質赤字比率 ＝  
                            標準財政規模 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［分析］ 

一般会計と公営事業会計を含めた全会計を対象とした連結実質収支額（歳入歳

出差引）の合計は、85 億 48 万円と黒字及び剰余を計上しており、当該比率は該

当していません。 

［参照図］連結実質赤字比率 

実質収支額

普通会計（純計後） － － ＝

国民健康保険（事業勘定） － － ＝

国民健康保険（直診勘定） － － ＝

介護保険（保険事業勘定） － － ＝

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ － － ＝

地方卸売市場 － － ＝

駐車場 － － ＝

後期高齢者医療 － － ＝

剰余額

水道事業 － － ＝

下水道事業 － － ＝

（単位：千円）
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53,194 50,767 0

269,362

流動負債等　　流動資産

4,072,914 390,562
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11,476
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60

0
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0
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0

6,460,494

260,111

7,619,620
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介
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35,152,229
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223,412
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36,977,331

標準財政規模
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公営企業以外の特別会計

実質収支額

剰余額

資金不足額

実質赤字額

公営企業会計
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③実質公債費比率 -------------------- 6.8％ 

公債費や公営企業債に対する繰出金等の公債費に準ずるものを含めた実質的な

公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）の標準財政規模に対する比

率の過去３か年平均値です。 

地方債協議制度の下で、18％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要とな

ります。さらに、25％以上の団体は単独事業に係る地方債が制限され、35％以上の

団体は、これらに加えて一部の一般公共事業債等についても制限されます。 

早期健全化基準は 25.00％、財政再生基準は 35.00％です。 

 
                        （ Ａ＋Ｂ )－（ Ｃ＋Ｄ ） 
          実質公債費比率 ＝  

（３か年平均）       標準財政規模 － Ｄ 

 

 

  
●分子 （単位：千円）

元利償還金 令和３年度 令和４年度 令和５年度 特定財源 令和３年度令和４年度 令和５年度

元利償還金
　（繰上償還額を除く）

4,530,643 4,477,329 4,340,289
元利償還金又は準元利償還
金に充てられる特定財源

97,388 80,882 89,196

準元利償還金 令和３年度 令和４年度 令和５年度 交付税措置額 令和３年度令和４年度 令和５年度

繰出金のうち、公営企業債償還に
あてられたと認められるもの

1,560,612 1,283,322 1,260,736
事業費補正に係る
交付税措置額

1,263,480 1,149,186 1,127,117

組合等の起こした地方債に充て
たと認められる負担金

23,019 23,115 22,953
災害復旧費等に係る
交付税措置額

3,484,009 3,355,270 3,287,676

債務負担行為に基づく支出のう
ち公債費に準ずるもの

0 0 0
密度補正に係る
交付税措置額

71,393 67,004 62,126

一時借入金の利子 0 0 0 計 4,818,882 4,571,460 4,476,919

計 1,583,631 1,306,437 1,283,689

●分母

令和３年度 令和４年度 令和５年度 交付税措置額 令和３年度令和４年度 令和５年度

21,457,353 20,803,586 20,964,651
事業費補正に係る
交付税措置額

1,263,480 1,149,186 1,127,117

災害復旧費等に係る
交付税措置額

3,484,009 3,355,270 3,287,676

密度補正に係る
交付税措置額

71,393 67,004 62,126

計 4,818,882 4,571,460 4,476,919

（単位：千円、％）

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

分　子 1,198,004 1,131,424 1,057,863

分　母 16,638,471 16,232,126 16,487,732

実質公債費比率 7.2 6.9 6.4

標準財政規模（臨時財政対策債発
行可能額を含める）

標準財政規模

－

３か年平均

6.8

Ｄ

＋

Ａ Ｃ

＋

－

Ｂ
Ｄ

 

 

［分析］ 

実質公債費比率（３か年平均）については 6.8％となり、前年度の 6.5％と比較

して 0.3 ポイント悪化しました。地方債協議制度において、公債費適正化計画の

策定を前提とした許可団体となるのは 18％以上であり、現時点では水準内です。 

［参照図］実質公債費比率 
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令和５年度の単年度比率は 6.4％で、前年度の 6.9％と単年度比較すると 0.5

ポイント改善しています。主な要因としては、分子である下水道事業に対する繰

出金の減少等があげられます。 

引き続き、市債残高の推移や公債費の動向を十分に管理するとともに、特別会

計に係る公債費繰出額や公債費に準ずる債務負担行為等も管理を徹底し、今後も

実質公債費比率を抑制することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④将来負担比率 

一般会計等（普通会計）が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対す

る比率です。早期健全化基準は 350.00％です。 

 
                         Ａ － （ Ｂ＋Ｃ＋Ｄ ） 
           将来負担比率 ＝  

             標準財政規模 － Ｅ 
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6.6

6.4

6.6 6.6

6.2

5.9
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5.9

5.0

6.0

7.0

8.0

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

%
実質公債費比率の推移

丹波市（単年度） 丹波市（３か年平均） 類団平均（３か年平均） 県内平均（３か年平均）
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［分析］ 

将来負担比率については、公債費充当可能財源等が将来負担額を上回るため、

当該比率は該当していません。 

前年度の△42.6％と比較して11.4ポイント改善しました。主な要因としては、

分子である公営企業債等繰入見込額が昨年より約 11 億円減少したこと等があげ

られます。 

［参照図］将来負担比率 

●分子 （単位：千円）

一般会計等（普通会計）の
地方債現在高

27,908,513
地域振興基金（合特分）、公
営企業の基金を除く

17,204,753

債務負担行為に基づく支出予定額 0

公営企業債の元金償還に充てる一
般会計等からの負担等見込額

14,582,602

組合等の地方債の元金償還に充て
る負担等見込額

232,420
住宅使用料、住宅貸付資金等
償還金

291,272

退職手当負担見込額 4,493,043

設立法人の負債等負担見込額 0

連結実質赤字額 0
市債現在高に係る
交付税措置額

38,631,370

組合等の連結実質赤字額に係る
負担見込額

0

計 47,216,578

●分母

令和５年度 交付税措置額 令和５年度

20,964,651
事業費補正に係る
交付税措置額

1,127,117

災害復旧費等に係る
交付税措置額

3,287,676

密度補正に係る
交付税措置額

62,126

計 4,476,919

（単位：千円、％）

標準財政規模

－
標準財政規模（臨時財政対策債発行可
能額を含める）

Ａ

将来負担額

－

充当可能基金額

Ｃ
特定財源見込額

Ｄ
交付税措置見込額

＋

＋

Ｂ

△ 8,910,817

16,487,732

－
（△54.0）

Ｅ

分　子

分　母

将来負担比率
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⑤資金不足比率 

公営企業ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるのかを示すも

のです。経営健全化基準は 20.00％です。 

 
                       資金の不足額 
            資金不足比率 ＝     

                    事業の規模 

 

 

・資金の不足額：一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業ごとに 
算定した額 

     資金の不足額（法適用企業）  
（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした市債 
の現在高－流動資産）－ 解消可能資金不足額※ 

     資金の不足額（法非適用企業） 
（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源 
に充てるために起こした市債の現在高）－ 解消可能資金不足額※ 

※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資 
金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除 
する一定の額。 
 

・事業の規模 ：料金収入等の主たる営業活動から生じる収益に相当する額 

    事業の規模（法適用企業） 

営業収益の額 － 受託工事収益の額 

    事業の規模（法非適用企業） 

営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

［分析］ 

   公営企業会計（水道事業会計、下水道事業会計、地方卸売市場特別会計）につ

いて、上記のとおり剰余額を計上しており、当該比率は該当していません。 

 

（単位：千円）

区分 特別会計名

水道事業 － ＝

下水道事業 － ＝

区分 特別会計名

法非適用企業 地方卸売市場 － － ＝

翌年度繰越財源

流動負債等

390,562

2,919,972 269,362
法適用企業

309

剰余額

歳入 剰余額歳出

3,682,352

2,761 2,452

流動資産

2,650,610

0

4,072,914
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